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８ 道民に対する情報提供及び意見聴取 

(1) 主な刊行物等 
   教育行政や学校教育に関する最新の情報やデータ、基礎的な資料等を幅広く提供するとともに、道教委
の施策等の普及・啓発を図るため、次のとおり刊行物を発行し、教育関係者などへ配布しました。 

刊行物名 規格 頁数 発行年月 発行部数 配布先 

 

教育ほっかいどう 

 

No.74  

B4 

２ R6.７ 440,000 市町村教育委員会、 

市町村立学校、 

道立学校 

No.75 ２ R6.12 電子 

No.76 ２ R7.3 440,000 

ほっかいどうの教育 A4 ８ R7.１ 電子 
市町村教育委員会、来庁者等、 

教育庁本庁・出先機関・所管機関 

教育便覧２０２4 
１００× 

１６５mm 
85 R7.2 電子 

教育庁職員、道立学校、 

教育関係機関等 

(2) ホームページによる情報提供について 
   道教委の施策や事業、各種情報等を随時ホームページに掲載し、広く道民の皆様にお知らせしています。
（https://www.dokyoi.pref.hokkaido.lg.jp/） 

      また、広報用ＳＮＳとして令和元年（２０１９年）５月から北海道教育委員会のＸ（旧 Twitter）アカウントを
運用し、ホームページと連動しながら、北海道の教育施策や各種取組などに関する情報を随時発信してい
ます。(https://x.com/hokkaido_kyoiku)   

      ※フォロワー数 ４，３００人（令和７年（２０２５年）３月末現在） 

      この他にも、令和６年（２０２４年）１２月から note 株式会社と連携協定を締結し、ホームページと連動し  
ながら、道教委の特色ある取組やイベントなど、北海道教育に関する最新情報を発信しています。 

    （https://hokkaidopref-edu.note.jp/） 

       ※フォロワー数 177人（令和７年（２０２５年）３月末現在） 

 (3) パブリックコメントの実施について 
   広く道民の皆様の御意見を伺いながら教育行政を執行するため、次の事項について意見募集を行い、  
いただいた御意見の概要及び道教委の考え方は、ホームページ上で公開しています。 

      ・長期総合計画、道政のそれぞれの分野における基本的な計画 

      ・道政運営の基本的な方針や道政のそれぞれの分野における基本的な方針を定める条例案 

      ・道民に義務を課し、又は権利を制限する条例案 

    

      なお、令和６年度は、実施案件が２件ありました。 

      ※ 案件名 

・北海道立近代美術館リニューアル基本構想（素案） 

・道立青少年教育施設の今後の在り方（素案） 

 

 



９　令和６年度(2024年度）予算の状況

道予算と教育予算（Ｒ６）

教育予算の内訳

目的別内訳 性質別内訳

－15－



道予算と教育予算の推移

● 子どもたち一人一人の可能性を引き出す教育の推進
学力向上推進事業・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 14,735
体力向上推進事業・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 4,114
STEAM教育推進事業・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 5,472
普通科改革支援事業費・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 18,763
特別支援学校における医療的ケア実施のための外部委託検証事業・・・・・・・・・・・3,945
健康教育推進体制サポート事業・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・1,293
北海道立ふるさと応援事業・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・2,382
北海道立学校教育活動応援事業費・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・1,350
高校生留学促進関連事業・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 19,283
次世代地域産業人材育成刷新事業・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 23,075

● 学びの機会を保障し質を高める環境の確立
遠隔授業配信センター運営・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・8,520
道立学校ICT支援員を活用した学校DX推進事業・・・・・・・・・・・・・・・・・・・29,257
道立学校教育情報通信ネットワークアセスメント実施事業・・・・・・・・・・・・・ 10,169
北海道公立学校情報機器整備基金補助金事業・・・・・・・・・・・・・・・・・・・361,697
いじめ等対策総合推進事業・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・217,506
子ども相談支援センター事業・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 19,197
SNSを活用した相談事業・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 8,168
ヤングケアラーに係る教育支援体制構築・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・4,603
研修受講履歴記録等システム負担金・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・6,430
スクール・サポート・スタッフ配置事業・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・328,711
学校マネジメント支援実証研究事業・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 30,912
学校における法務相談体制整備・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・1,860
部活動の地域移行支援事業・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・284,396
部活動の総合的な支援体制構築事業・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 44,740
公立高等学校等就学支援事業・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 8,160,508
高校生等奨学給付金事業・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 1,395,146

● 地域と歩む持続可能な教育の実現
地学協働まちづくり推進事業・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 19,574
生涯学習ネットワークカレッジ及び視聴覚センター事業・・・・・・・・・・・・・・ 25,393
被災地域に対する学校支援事業・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・4,295
北海道美術品購入サポーター制度実施事業・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・2,000
縄文時代に学ぶ・世界遺産を活用した次世代育成事業・・・・・・・・・・・・・・・・4,366
アイヌ文化保存対策・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 9,313

教育予算の主なもの

（単位：千円）
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10 令和７年度（2025 年度）国の文教施策に関する要望・提言  

    道教委では、毎年、道教委の重点施策に関連する国の文教施策の推進や制度の創設・改正及び委託事業 

等の誘致等の実現を目指し、国への要望活動を実施していますが、令和６年度（２０２４年度）に道教委が要 

望活動を実施した事項のうち、国において措置された主な事項等は次のとおりです。 

 

○要望事項：公立学校の教職員定数の改善充実 

   教科指導の専門性を持った教師による小学校における高学年の教科担任制の強化や、小学校における３５ 

人学級の計画的な整備等を図り、義務教育９年間を見通した指導体制による新しい時代にふさわしい質の高
い教育の実現を図るとともに、学校における働き方改革、複雑化・困難化する教育課題へ対応するため、教職
員定数５，８２７人の改善 

     

 ○要望事項：学校における働き方改革の推進 

   副校長・教頭マネジメント支援員の配置拡充及び教員の処遇改善等に係る給特法の改正 

  

○要望事項：部活動の地域連携・地域移行に関する施策の充実 

   指導者の配置や運営団体・実施主体の整備に係る財政措置の拡充及び参加費用負担への支援 

 

 ［参考］令和７年度（２０２５年度）国の文教施策及び予算に関する提案・要望事項 

① 「令和の日本型学校教育」の構築に向けた学校教育施策の充実 

② 学力・体力の向上に向けた施策の充実 

③ 公立学校の教職員定数の改善充実 

④ 教育の情報化を推進する施策の強化 

⑤ いじめなど生徒指導上の諸課題に対応する施策の充実 

⑥ 学校施設の耐震化等の整備促進 

⑦ 学校における働き方改革の推進 

⑧ 部活動の地域連携・地域移行に関する施策の充実 

⑨ 幼児教育の推進体制の充実 

⑩ 北方領土やアイヌの人たちの歴史・文化等に関する学習の充実 

⑪ 道徳教育の充実 

⑫ 安全・安心な学校給食を提供するための施策の充実 

⑬ 科学技術系人材の育成に関する施策の充実 

⑭ 障がいのある幼児児童生徒への特別支援教育の推進 

⑮ 国際理解教育の充実 

⑯ 児童生徒のインターネット利用に係る施策の推進 

⑰ 教員研修の充実 

⑱ 北海道の地域性に配慮した教育条件の整備に対する支援の充実 

⑲ 就学及び就職を支援する施策の充実 

⑳ 高等学校等就学支援金制度の改善充実 

㉑ 教員免許制度の見直し 

㉒ 地域と学校の協働体制構築に向けた施策の充実 

㉓ 私立学校の経常的経費等に対する財政支援の充実 

㉔ 私立学校の施設・設備整備の充実 

㉕ 私立学校に通う児童生徒等に対する修学支援の充実 

㉖ 高等教育機関に対する財政支援の充実 

㉗ 高等教育における修学支援制度の充実 

㉘ その他教育施策の充実 
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11 行政改革への取組について 

  道においては、令和３年（２０２１年）３月に策定した「行財政運営の基本方針(２０２１－２０２５)」により、組織 
  活力を向上させ、道民サービスや政策の質の向上に繋げていくとともに、中長期的な視点のもと、機動的で持続 
  可能な組織体制の構築や財政の健全化に取り組むこととしています。 
道教委においても、教育環境の一層の充実が図られるよう、前例にとらわれず、より効果的・効率的で質の 
高い業務の遂行が可能な執行体制の整備に努めました。 

(1) 機構組織の見直しについて 
      教育行政上の重要課題に的確に対応するとともに、「北海道教育推進計画」に基づく施策の着実な推進
に向け、「最小の経費で最大の効果を上げる」ことを基本とした、簡素で効率的な執行体制を整備する観
点に立って組織機構改正を行いました。 

○ 機構改正の概要 

機構改正の考え方 
（ポイント） 主な改正内容 実施年月日 

不登校対策を着実に
進めるための体制整
備 

「HOKKAIDO 不登校対策プラン」を着実に推進すると
ともに、不登校児童生徒への支援の一層の充実に取り組む
体制を整備するため、生徒指導・学校安全課に「不登校児
童生徒支援係」を設置 

令和６年４月１日 

特別支援教育におけ
る環境整備を進める
ための体制整備 

学校配置、学科の整備など適切な教育環境を整備し、特
別支援教育の充実に向けた取組を効果的に進めるため、特
別支援教育課に「特別支援学校配置係」を設置 

道立高校の学校経営
を充実するための体
制拡充 

広域分散型の本道における高校の学校経営充実に向
け、組織的かつ継続的な支援体制を整備するため、高校教
育課に主幹を増員 

１人１台端末の着実
な更新のための体制
拡充 

義務教育段階の端末更新のため設置する新たな枠組み
を運用し、市町村の共同調達等により計画的・効率的に整
備を進めるため、ＩＣＴ教育推進課ＩＣＴ環境支援係を暫定的
に増員 

道立学校の暑さ対策
強化のための体制拡
充 

道立学校における暑さ対策として、空調設備整備を計画
的に進めるため、施設課道立学校係を暫定的に増員 

(2) 事務局職員数について 
      平成１８年（２００６年）２月に策定し、平成２１年（２００９年）３月に改定した「事務局職員数適正化計画」
に基づき、平成１７年度（２００５年度）から２６年度（２０１４年度）までの１０年間において、事務局職員数の
１８パーセントを削減することを目標として、本庁組織や出先・所管機関の見直しを行いました。 
以後、限られた人員を有効活用しつつ、簡素で効率的な組織人員体制の維持に努めています。 

    ○ 事務局職員数の推移                   （単位：人、各年度４月１日現在）    

年度 H17 H26 H27 H28 H29 H30 R 元 R2 R3 R4 R5 R6 

職員数 1,091 881 875 877 897 907 902 914 924 941 941 936 
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(3) 民間開放や省力化の推進について 
      道民サービスの向上とコスト削減など効果的・効率的な管理運営の観点から、平成１８年度（２００６年
度）から道立施設の管理運営については指定管理者制度を導入しており、令和６年度（２０２４年度）は、１０
の道立施設において、指定管理者による運営を行いました。 

○ 指定管理者制度の導入状況 

施設名 
指定管理者 

導入年月日 

年間利用者数（人） 令和６年度における管理の目標達成度の状況 

導入前年度 R6 年度 増減率（％） 評価 評価ランクの考え方 

文学館 H18.4.1 13,440 51,144 280.5 AAA 

 

AAA : 非常に適切な管理運営である。 

AA : 十分に達成水準を満たしている。 

A : 達成水準を満たしている。 

B : 達成水準を満たしていない。 

目標達成への課題や取組につい

て検証を行い、取組の見直し等を

要する。 

C : 不適切な管理運営であり、道が改

善指示を行う。指示等を行っても

なお、改善されない場合は、業務

の全部又は一部の停止若しくは指

定の取消しを行う。 

釧路芸術館 H18.4.1 14,976 50,214 235.2 AAA 

北方民族博物館 H18.4.1 30,030 56,809 89.1 AAA 

ネイパル砂川 H18.4.1 31,423 19,092 ▲39.2 A 

埋蔵文化財センター H18.4.1 8,142 8,850 8.6 AA 

ネイパル深川 H19.4.1 58,358 44,269 ▲24.1 A 

ネイパル北見 H19.4.1 23,303 12,867 ▲44.7 A 

ネイパル厚岸 H19.4.1 28,564 15,465 ▲45.8 A 

ネイパル森 H19.4.1 24,338 17,503 ▲28.0 A 

ネイパル足寄 H19.4.1 31,196 20,012 ▲35.8 A 

     ※管理の目標達成度は、道民に対する利用の促進のほか、施設の設置目的の達成状況、サービスの充実や安全管理、運営

の改善状況などの項目ごとの評価基準に基づく評価点の合計数値による総合評価 

※次の施設は評価基準が異なる。 

施設名  

ネイパル A:目標達成に向け努力が評価できる。 

B:目標達成に対し、一定程度の努力評価ができるが、一層の努力を要する。 

C:目標達成に対し、更なる努力が必要で、取組方法等の検討を要する。 

D:目標達成への課題や取組について検証を行い、取組の見直し等を要する。 

E:業績が著しく不良であり、道が改善指示を行う。指示等を行ってもなお、改善されな

い場合は、業務の全部又は一部の停止若しくは指定の取消を行う。 

埋蔵文化財センター C：業績が著しく不良であり、教育委員会が改善指示を行う。指示等を行ってもなお、改

善されない場合は、業務の全部又は一部の停止若しくは指定の取消を行う。 

 

また、道立学校の技能労務職員の業務についても、民間の技術・ノウハウを活用することにより道民への 
サービス向上や行政運営の効率化が図られるよう見直しを行い、令和６年度（２０２４年度）は 11 人相当分
を民間委託しました。 

○ 技能労務業務の見直し状況 
内容 人数 内訳 

公務補業務の民間委託化 3 高等学校 ２人、特別支援学校 １人 
給食等調理業務の民間委託化 8 高等学校 ０人、特別支援学校 ８人 

計 11  
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12 教育関係者の表彰等 

  令和６年度（２０２４年度）の主な教育関係者の表彰等は次のとおりであり、北海道教育功績者表彰の受賞 
者は８名、北海道教育実践表彰の学校表彰は９校、教職員表彰は１８名、若手教職員等奨励賞は１４名です。 

(1) 北海道教育功績者表彰 ８名 
所属職名 氏 名 

岩見沢市立東光中学校長 河 村 克 也 
北海道札幌白石高等学校長 駒 井 博 和 
北海道札幌稲穂高等支援学校長 田 近 憲 二 
北海道札幌視覚支援学校長 野戸谷   睦 
函館市立八幡小学校長 寺 本 公 彦 
旭川市立朝日小学校長 高 野 拓 実 
留萌市立東光小学校長 村 井    亨 
幕別町立明倫小学校長 小野田 年克 

(2) 北海道教育実践表彰 

○ 学校表彰 ９校（小学校２校、中学校３校、中等教育学校１校、高等学校２校、特別支援学校 

１校） 
学校種別 学  校  名 
小   学   校 石狩市立花川南小学校 

稚内市立潮見が丘小学校 
中   学   校 函館市立本通中学校 

厚沢部町立厚沢部中学校 
鶴居村立鶴居中学校 

義務教育学校 帯広市立大空学園義務教育学校 
高 等 学 校 北海道滝川工業高等学校 

北海道斜里高等学校 
特別支援学校 北海道中札内高等養護学校 

 
 

○ 教職員表彰 18 名（小学校６名、中学校４名、高等学校６名、特別支援学校２名） 
所属名 職 名 氏 名 

岩見沢市立南小学校 教    諭 下 野 里 紗 
小樽市立稲穂小学校 教    諭 内 野 晃 樹 
白老町立白老小学校 教    頭 山内 由起子 
幕別町立白人小学校 教    諭 島    訓 子 
帯広市立栄小学校 教    諭 所    弘 輝 
釧路市立興津小学校 教    諭 筧       豊 
北広島市立大曲中学校 主幹教諭 大 畑 洋 平 
佐呂間町立佐呂間中学校 教    諭 伊 藤 浩 司 
幕別町立札内中学校 主幹教諭 所    朋 宏 
陸別町立陸別中学校 教    諭 渡 邊 耕 平 
北海道滝川高等学校 教    諭 天 谷 洋 祐 
北海道当別高等学校 教    諭 古 谷 知 之 
北海道ニセコ高等学校 教    諭 中 谷 知 記 
北海道白老東高等学校 教    諭 志 田    健 
北海道名寄高等学校 教    諭 山 本 真 平 
北海道士別翔雲高等学校 教    諭 吉 田 奏 介 
北海道札幌あいの里高等支援学校 教    諭 解 良 和 人 
北海道七飯養護学校 教    諭 根 市    護 
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○ 若手教職員等奨励賞 14 名（小学校６名、中学校１名、義務教育学校１名、高等学校６名） 
所属名 職 名 氏 名 

千歳市立末広小学校 教    諭 松 田    潤 
厚沢部町立厚沢部小学校 教    諭 藤田 恭太朗 
当麻町立当麻小学校 教    諭 小 谷 颯 汰 
北見市立三輪小学校 教    諭 渡 場    陸 
上士幌町立上士幌小学校 教    諭 山 内 崇 徳 
根室市立成央小学校 教    諭 丸山 結梨香 
月形町立月形中学校 教    諭 今    樹 菜 
釧路市立阿寒湖義務教育学校 養護教諭 望 月 昇 平 
北海道檜山北高等学校 教    諭 大 本 健 太 
北海道東川高等学校 教    諭 髙橋 真太郎 
北海道湧別高等学校 教    諭 加 藤 光 城 
北海道津別高等学校 教    諭 平 子    裕 
北海道興部高等学校 教    諭 成田 明日香 
北海道更別農業高等学校 教    諭 渡 邉 琢 益 
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13 公立高等学校・特別支援学校の配置計画及び公立学校の設置・廃止等 

  高等学校進学希望者数に見合った定員を確保することを基本として、中学校卒業者数の状況を踏まえ、  
令和７年度（２０２５年度）から９年度（２０２７年度）までの高校配置の計画を策定しました。 

    また、特別支援学校については、特別支援学校中学部、中学校特別支援学級等の卒業予定者のうち、進学 
を希望する者の状況により高等部の学級を設定する考え方に基づき、令和７年度（２０２５年度）の配置計画 
を策定したほか、令和８年度（２０２６年度）及び９年度（２０２７年度）の配置の見通しを示しました。 
 
 (1) 公立高等学校配置計画（令和６年度（2024年度）策定）から抜粋 

区分 
公立 

高等専門学校 私立 計 
全日制 定時制 中等教育学校 

R６ 定    員（人） 29,090 2,200 240 ７２０ 11,161 43,411 

割    合（％） （７１．0） （５．4） （０．６） （１．8） （２７．3） （１０６．0） 

R７ 学級増等（人） 480 ０ ０ ０ ０ 480 

学 級 減（人） ▲84 ０ ０ ０ ０ ▲84 

新    設（人） 440 40 ０ ０ ０ 480 

募集停止（人） ▲560 ▲40 ０ ０ ０ ▲600 

差引増減（人） 276 ０ ０ ０ ０ 276 

定    員（人） 29,366 2,200 240 ７２０ 11,161 43,687 

割    合（％） （７3.3） （５．5） （０．６） （１．８） （２７．9） （１０9．0） 

(2) 公立特別支援学校配置計画（令和６年度（2024年度）策定）から抜粋 

区分 

（障害種別） 

R6 R７ 

出願者 定員 進学希望教育学校 定員 定員比率 定員増減 

本 

科 

視覚障害（人） ６ ２５ １1 17 １５4.5％ ▲ 8 

聴覚障害（人） 18 ３８ １9 41 ２15.8％ 3 

知的障害（人） 1,168 1,493 1,317 1,510 １１4.7％ 17 

肢体不自由（人） ６６ １19 ８3 108 １30.1％ ▲11 

病    弱（人） ２ ３３ 9 ３6 400.0％ 3 

計（人） 1,260 1,708 1,439 1,712 １19.0％ 4 

専
攻
科 

視覚障害（人） ２ 24 １４ ２４ １７１．４％ ０ 

聴覚障害（人） ５ ８ 5 ８ 160.0％ 0 

計（人） ７ ３２ １9 ３２ １68.4％ ０ 

(3) 公立高等学校の設置・廃止等 
（令和６年（2024年）４月２日～令和７年（2025年）４月１日） 

設置者 
学校 課程 学科 

設置 廃止 
設置 廃止 設置 廃止 

全日 定時 全日 定時 全日 定時 全日 定時 

北海道 岩見沢東 
富良野 

岩見沢東 
岩見沢西 
名寄産業 
富良野 
富良野緑峰 

    室蘭工業
(建設) 

 室蘭工業
(建築・環
境土木) 

 

市町村 ※設置・廃止等なし 
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(4) 公立特別支援学校の設置・廃止等 
（令和６年（2024 年）４月２日～令和７年（2025 年）４月１日） 

設置者 
学校 

障害種別 設置学部 設置 廃止 

北海道 ※設置・廃止等なし 

(5) 公立幼稚園・小学校・中学校・義務教育学校の設置・廃止等 
（令和６年（2024 年）４月２日～令和７年（2025 年）４月１日） 
学校種 設置 廃止 
幼稚園  5 園 
小学校  21 校 

上記のうち、統合による廃止                  14 校 
  義務教育学校への移行による廃止  7 校 

中学校   ８校 
上記のうち、統合による廃止                   4 校 

          義務教育学校への移行による廃止  4 校 
義務教育学校 ４校  
 

 


